



















































































（刑法46条ｂ第 1項， 2項，49条 1 項）。無期自由刑を以て処断すべきときは，10年以



















































































































る30）。この原則は，基本法 1条 1項の人間の尊厳 31）と基本法 2条 1項 32）および 1



















































































































































































1 項， 2項， 4項若しくは 6項による処罰を免除することができる。
1　行為者がその知るところを自発的に申告することによって，犯罪行為がその者自身
の行為への関与を超えて，解明に著しく寄与したとき，または，
2　自己がその計画を知っている，29条 3 項，30条 1 項に定める行為を阻止し得るよう
な適当な時期にその知るところを自発的に官署に申告したとき
　なお，同条は，今回の第43次刑法改正法により，次の内容となった。


























第 3条　第 1条および第 2条は，刑法220条ａに定める犯罪に対しては適用しない。刑
法211条，212条に定める犯罪については，訴追の見送りおよび刑の免除は認められな



















　第 4章第 1条ないし第 5条は，刑法129条に定める犯罪行為，またはこの犯罪行為に
関連し， 1年以上の有期自由刑が定められている犯罪行為の正犯者または共犯者による
申告について，団体の目的または活動が拡張された追徴（刑法73条ｄ）が命じられ得る














由刑か罰金刑である全ての犯罪は，対象外である（38条 2 項，40条 1 項）。刑の枠は，
抽象的な法定刑による。即ち， 1項 2文により，たとえば78条 4 項の場合とは異なり，
基本的構成要件と並んで，加重および特に重い事態（besonders	schwere	Fälle）に対
する高められた刑枠が考慮される。通例の事例および法定の事例（129条 4 項）と並ん





る法律上の加減に対する減軽に対しても（例えば，49条 1 項との関連における27条 2 項













































































































































145条ｄ第 3項および164条 3 項の重罰規定の削除，有罪とするには王冠証人の供述の他
に補強証拠を必要とすべきことを提案する。
［付記］　本稿は，2012年度科学研究費・基盤研究（C）（課題番号23530081）による研究成果
の一部である。
